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川内川河川事務所 では、魅力 ある現場 づくりや生産性向上 を目指 し,「ICT の全面的 な活用 」を河道

掘削工事等 で実施 している。今回、①ＩＣＴ活用工事施工状況、②3 次元 デ－タ作成・設計 から施工 ま
で一連作業 における課題と解決方法、③遠隔臨場 の課題 や取組み等 について、報告するものである。 
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1. はじめに 

建設産業においては，現場での技術者の高齢化と若者

の経験不足,技能労働者不足によりこれまで経済を支え

てきた労働者の減少を上回る生産性の向上が求められて

いる.国土交通省においては, 平成 28 年度より建設現場

においてＩＣＴ（情報通信技術）の活用や i-

Constructionの政策を掲げ，2025年までに生産性2割向

上を目標として示している取組みの中で，BIM/CIM の導

入など3次元デ－タの利活用は中核をなす技術として注

目されている． 

本論文では，川内川河川事務所管内の工事においての

ＩＣＴ活用工事施工状況・3 次元デ－タ作成・設計から

施工まで一連作業における課題と解決方法,遠隔臨場の

課題や取組み等について,報告するものである. 

 

2. ICT活用工事について 

ICT活用工事とは，工事の全ての手順（測量，設計､検

査）に3次元デ－タを活用し生産性を向上する手法であ

る.ＩＣＴ土工においても3次元起工測量→3次元設計デ

－タ作成→ICT 建設機械による施工→3 次元出来形管理

等の施工管理→3 次元デ－タの納品と検査で示すような

流れにおいて，3次元デ－タを活用する工事である. 

 

3. ICT（土工）活用工事施工状況 

川内川河川事務所発注者の 2018 年,2019 年,2020 年に

契約した ICT（土工）活用工事の施工実績数を表－1 に

示す. 2018年は,河川土工工事8件のうち,4件（50％）が

ICT技術を活用しており, 2019年度においては51件のう

ち 32件（63％）が活用, 2020 年度においては 47件のう

ち41件（87％）が活用している.2018年度～2020年度の

未活用工事は，維持修繕工事等であり，主な工種が掘削

である工事については,全工事が活用している状況にあ

り,受注者はICT技術が定着しつつある. 

 

表－1 ＩＣＴ活用工事施工実績（2021年5月時点） 

 

4. 今後のBIM/CIMに向けた取り組み 

(1)試行工事の目的 

国土交通省では，「防災･減災､国土強靱化のための５

カ年加速化対策」として，河道掘削工事を多く発注して

いる.その中で土工工事においては，ICT建機を活用した

i-Con 施工が多数実施されているところであるが，意見

交換会において施工業者からは，現状「設計時点で作成

された 3 次元デ－タは，ICT 建機用に読み込むデ－タと

して直接的には使用できない」との意見があり，実態と

しては，施工業者が改めて 2 次元の発注図面をもとに

ICT 建機用の 3 次元デ－タを作成し，施工に展開してい

ることが分かった.ただし「設計時に設計思想(線形法線
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の設定等)が入った3次元設計を作成済みであれば，2次

元図面を1から作成するより手間が省ける」との意見も

あった.そのため，設計から施工の 3 次元デ－タの円滑

な受け渡しが課題となっていることを踏まえ，川内川河

川事務所では「川内川 CIM/i-Con 取組についての意見交

換会」を開催し，設計時の3次元デ－タがi-Con施工に

そのまま活用できない原因を確認し，その後の試行工事

を通じて「業務における3次元デ－タ作成」から「実施

工でのICT建機による自動化施工」までの一連を通じて，

現時点での最適な解決方法を導き，今後の河道土砂掘削

事業に水平展開を図ることとした. 

 

図－2 概略位置図    図－3 着工前写真 

 

(2) 山崎地区（試行工事）における取組み概要 

川内川山崎地区河道掘削工事をモデルケ－スにおいて，

流下河道内の土砂掘削・樹木伐開を行う施工各段階で発

注者・施工者・設計者で意見交換を行いながら進め，3

次元設計が i-Con 施工にそのまま活用できない原因など

の情報を明確にし，設計時点での基本的な考え方や3次

元モデル作成のポイントなどを共有した. 施工段階の工

事現場でICT 建機の稼働状況や終了区間の状況確認を行

うとともに，施工業者及びi-Con 外注先である協力業者

へヒアリングを行い，得られた効果および課題共有した.

意見交換会は，20年11月から21年2月にかけて3回開

催し，課題の抽出や3次元設計の実情，施工上の課題な

どを協議し，今後の展望を確認した. 

 

(3) 川内川CIM/i-Con 取組についての意見交換会で

出された課題と解決方針について 

設計時の3 次元設計がi-Con 施工にそのまま活用でき

ない理由を施工段階で出された意見をもとに課題を整理

した. 

【課題1 について】 

端部の取付や施工手順等の現場合わせが必要であり、

そのままは使えないとの意見を抽出し現場状況や工区割

の見直し，端部処理や施工手順に応じて，施工段階のモ

デルの組み換えは，必ず発生することを前提として，設

計から施工へデ－タを引継ぐ際にモデル修正の手間が少

なく，扱いやすいデ－タ構成,形式を整理する必要があ

る.  

【対応方針】 

①施工段階でゼロベ－スでモデルを再構築することがな

いよう，設計時のマニュアルを策定し，基本的な考え，

デ－タ構成内容（オリジナルデ－タ含み）の統一を図る

ため「川内川河川事務所管内 河川土砂掘削ICT 施工モ

デルの作成」2021年3月運用マニュアル（案）を作成し

た. 

 

② 運用開始後は，研修会等を開催するなどして，試行

工事で利用機会を拡大する. 

 

  図－4 出張所での第1回意見交換会の様子 

 

【課題2について】 

TIN のピッチが広すぎると出来上がりの状態が直線に

近い状態になる.一方，TINモデルが細かすぎると（ピッ

チが 2m を下回ってくると）ICT 建機にデ－タを取り込

んでも機械が作動しないことがある. 

【対応方針】 

3次元モデルをLandXML で出力する際には，概ね，2ｍ

ピッチを目安にTIN を構築して運用する.設計にTIN を

作成するときに 3D マシンコントロ－ルの性能・基準書

等を確認しながら作成する必要がある. 

 

【課題3について】 

樹木が多い箇所では，樹木伐採前（設計前）と樹木伐

採後（起工測量時）の状態で地盤面に誤差が発生する.

設計時点ですべての伐採をすることはできないが，極力，

樹木伐採後（起工測量時）の地盤面に近づけるための地

形モデルの取得方法を検討する必要がある. 

 

【対応方針】 

現時点で，河川土砂掘削における3次元設計を行う場

合において，基礎地形デ－タの作成にあたっては，以下

の 3 ケ－スの方法が考えられる.現状の実用性と精度を

勘案すると当面は，地形デ－タの取得が比較的容易であ

り，伐採後の地形との影響差も比較的小さいことが検証

できる「ケ－ス１」を採用した. 
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■ケ－ス1：UAV 写真測量+簡易地形測量 

■ケ－ス2：航空レ－ザ測量+単点補足測量 

■ケ－ス3：UAV レ－ザ計測 

 

図－5 地形デ－タの取得方法 

 

土砂掘削の範囲は，植生が多く繁茂しているため UAV 

写真測量単独では，植生表面のデ－タしか取得できず，

土砂掘削面の地形の判断ができなかった.よって，簡易

地形測量にて地盤標高単点，乗入道路，水際等のデ－タ

を取得して，地形デ－タを補足した. 堤防法肩や構造物

など植生の影響を直接受けない部分は，UAV 写真測量で

5cm以下の精度で地形デ－タが取得できた。 

 

図－6 掘削箇所の写真現況 

 

対象範囲の航空レ－ザ測量成果の入手が可能であった

ため，航空レ－ザ測量の点群をベ－スとした. 

単点補足測量を実施し，構造物，水際の測量を実施.あ

わせて，掘削エリアにおいても航空レ－ザ測量の誤差が

30cm～50cm内外であることを想定し，単点補足測量にて

誤差の程度を確認した結果，概ね近傍の点群デ－タとの

差は5ｃｍ内外であった. 

 

UAV レ－ザ機器を保有している会社がそれほど多くな

いため今回の試行工事では，検討外とした. 

将来的には，UAV レ－ザ計測による運用が増えれば，よ

り精度高い地形デ－タの取得が行えるが,施工の際にモ

デルの組み換えが発生することを想定すると，業務段階

での精度向上による費用面の増加には課題も残る. 

 

【課題4について】 

設計時の3次元設計モデルが現地の使用に適さない場

合には,平面線形からみなおす現場が多いため設計思想

（線形法線の設定等）を確実に施工に引き継げる仕組み

づくりが必要である. 

【対応方針】 

線形法線の設定は,多自然川づくりを意識しつつ,でき

るだけ完成時の自然な川の状況をイメ－ジすることが重

要になるため,設計思想（線形法線の設定等）を確実に

施工に引き継ぐためには，A4 一枚紙で簡潔にまとめら

れる内容（景観カルテのようなものを想定）も，モデル

デ－タとセットで運用する. 

 

図－7 モデル作成方法一覧表 
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（4）ICT 試行工事を終えて 

(a) 施工業者へのヒアリング 

・ ICT建機を用いることで，測量時の丁張設置の手間が

必要なく，施工時間は，従来施工に比べ1.3 倍ほど早く

なったことが検証できた. 

・ 提供された３次元デ－タ（LandXML，dwg）でも使用に

大きな問題はなかった.伐採後の地形デ－タと整端部な

どは一部修正処理を行ったが，今回はdwg 形式のデータ

の提供を受けていたのでゼロベ－スからの修正ではなく，

一部のみの修正で対応できた. 

端部擦り付けは，どうしても工事の際の調整が必要であ

るため施工段階でゼロベ－スでモデルを再構築すること

がないよう，設計時のマニュアルを策定し，基本的な考

え，デ－タ構成内容（オリジナルデ－タ含み）の統一を

図り随時更新を行っていく必要がある. 

 

図－8 現場でのヒアリング 

 

5. 遠隔臨場工事の取り組み 

(1) 概要 

工事における監督業務の効率化・新型コロナウイルス

の感染防止対策として,映像デ－タを活用した監督検査

等,対面主義にとらわれない建設現場の新たな働き方を

推進するため,令和 2 年度土木・電通・機械計７件の工

事で遠隔臨場の試行を実施して,施工中から完成までの

課題や取り組み等について報告するものである.なお，

遠隔臨場の対象工事１）施工現場が遠隔地であり，立会

等の実施にあたり発注者が施工現場との往復に時間を要

する工事、２）構造物等の立会頻度が多い工事を選定し

た. 

 

図－9 説明会 遠隔臨場ツ－ル 

 

図－10 ウェアラブルカメラによる遠隔臨場イメ-ジ 

 (国土交通省ＨＰより) 

 

(2) 受発注者への説明会 

遠隔臨場の本格実施に繋げていきたいと考え,受発注

者双方において，現場条件に対応できる知識・経験が不

足していることから,遠隔臨場の必要性や施策の浸透を

図るとともに,人材育成を図る必要があるため遠隔臨場

の試行対象業者（受注者）及び監督員（発注者）,機器

メ－カ－の3者（総勢35名）で遠隔臨場を試行した.実

際の機器を使用して現場での遠隔臨場を体験し操作方法

を習した.手順を習った後,実際に発注者側（室内）と受

注者側（現場）の2班に分かれて実践した. 

段階確認等を行う箇所については，受注者がウェアラ

ブルカメラ等により現場で撮影した映像と音声を監督職

員等へ同時配信を行い,（図－12 参照「鉄筋組立完了時

の段階検査状況」）双方向の通信により会話しながら監

督職員が机上のモニタ－で出来形検査箇所を指定して確

認する.（図－13 参照「承諾・確認等の監督業務状況」）

受注者は，記録にあたり必要な情報を冒頭で読み上げ，

監督職員等による実施項目の確認を受け，終了時には，

確認箇所の内容を読み上げ，監督職員等による実施結果

を得ることとしている.記録と保存については，受注者

は，遠隔臨場の画像と音声を配信するのみであり，記録

と保存を行う必要がないとしており，提出書類の省略化

を図っている.だだし，確認実施者が現場技術員の場合

は，映像と音声の録画を必要としている. 

 

図－11 受発注者への説明会開催状況 



 

 5 

 

図－12 受注者がウェアラブルカメラにより鉄筋組立完

了時の段階検査状況 

 

 

図－13 監督職員が机上のモニタ-で鉄筋配筋出来形箇

所を指定して確認状況 

 

(3)試行工事での検証結果 

現地に移動することなく事務所内にて立会を行うこと

により，施工現場をリアルタイムで確認でき, 監督職員

の移動時間や現場での準備にかかわる待ち時間を削減す

ることが出来た．発注者職員からは現場条件により通信

が不安定になる場合があったが現地の立会（基準高・構

造物寸法確認）はウェアラブルカメラ等で適用可能との

見解を得た．2020年度の実例として，樋渡川堤防強化工

事その 3・その 4 工事の段階確認・現地立会確認・材料

確認の回数を（表-14）に示す。全体の立会回数は 56 回

であり，このうち遠隔臨場で実施できた立会回数は 40

回で71％活用した. 現場への往復に約1時間を要するこ

とから，労働時間で5日以上の時間を解消した省力効果

が得られた.今回，遠隔臨場を活用しなかった立会項目

は，法線確認・プルフロ－リング試験・浸透探傷検査

（継手溶接）等の目視確認で判断する検査については, 

現場での臨場確認を実施した. 

 

表－14 臨場確認及び遠隔臨場回数【その3・4工事】 

  

 

図－15 受注者による遠隔立会状況 

 

(4)アンケートの実施・結果 

遠隔臨場での課題の把握のため，アンケ－トを土木・

電通・機械計７件全ての試行工事を対象に実施した. 

 

(a)遠隔臨場から得られた成果 

【受注者】 

・立会時の確認作業の映像を撮影した動画はクラウド上

に保管されるためチェック機能,映像による他現場の作

業工程の振り返りが出来る. 

・特殊な現場では,その場で特有の検討事項が発生する

場合があり,情報共有し利活用することで,若手人材の育

成ができ技術の向上が期待できる. 

・現場での業務効率があがることで,建設業界の人材不

足の解消につながる. 

・働き方改革が推進され,職場の魅力があがれば,新たな

人材の確保が望める. 

【発注者】 

・現場への移動時間を減らし、職場の自席でも立会いが

実施可能となったため，受発注間の立会予定の調整がし

やすく効率的に立会いを出来るようになった. 

・現場への移動が無いため,不特定多数の人との接触が

軽減され,新型コロナ感染予防や交通事故のリスクが軽

減が出来た. 

(b)課題 

・現場条件により通信が不安定となり,通信が途切れた

り,映像が不鮮明になる場合があった. 

・遠隔臨場を実施するには,ウェアラブルカメラなどの

カメラ機器や録画機器が必要となる.発注者が費用の全

額を技術管理費として負担する発注者指定型なら比較的

影響は少ないが,受注者が費用負担する受注者希望型の

案件では,導入に必要なコストと効果を比較して検討す
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る必要がある。 

・遠隔臨場に必要な機器は比較的簡単に使用できる機器

だが,IT機器に不慣れな技術者が負担になる. 

 

(5) 遠隔臨場の普及促進への取り組み 

遠隔臨場工事の普及促進にあたっては,受発注者双方

において,使用機器と仕様に対応できる知識,経験が不足

していることから,遠隔臨場の必要性や施策の浸透を図

るとともに,人材育成を図る必要がある.また地域建設業

の育成の観点から積極的に活用し業界や市町村に対し,

遠隔臨場の見学会や研修会を開き工事における遠隔臨場

だけでなく,災害時の活用等など多様な用途があること

をPRして遠隔臨場工事の普及促進に繋げて行きたい.  

 

6. まとめ 

本論文では，今回の試行工事を基に『川内川河川事務

所管内河川土砂掘削ICT施工用モデルの作成～山崎地区

河川土砂掘削試行工事を踏まえて～』と題して，運用マ

ニュアル（案）の作成を行い，設計時点で3 次元設計を

作成する際の基本的な考え方や作成手順，モデル作成時

のポイントを整理した.今後も引き続き試行等を重ねな

がら，継続的に改善・拡充を図っていき，国土交通省が

目指す2023年までBIM/CIM施策の直轄事業原則化に向け

て，取り組んで行きたい. 

今回の遠隔臨場試行は，ウェアラブルカメラを活用し

て遠隔臨場から得られた成果や課題について検証したも

のである. 従来の臨場方法と比較して，活用当初は伝達

が上手くいかないことも多くあったが、受発注者ともに

日常的に活用するほど，抵抗感が少なくなった.すぐに

現場を確認できる便利さが遠隔臨場での現地立会の活用

に繋がったと考える. 

今後，現場の声をフォロ－アップ調査で聞き取って、

遠隔臨場の本格実施に繋げていき，情報通信技術の活用

によって移動時間の削減や立会の調整時間の削減が図ら

れ，建設現場の働き方改革，生産性の向上に繋げられる

よう引き続き取り組んで行きたい. 

 

1) 国土交通省：CIM 導入ガイドライン(案) 

2) 国土交通省水管理・国土保全局河川環境課河川保全

企画室：河川管理用三次元データ活用マニュアル(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 


